
「Society 5.0 for SD
Gs

」
を
柱
に
実
施
し
た
「
経

団
連
企
業
行
動
憲
章
」
の
全
面
改
定
か
ら
２
年
以
上

が
経
過
し
、
日
本
企
業
の
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
へ
の
取
り
組
み

も
理
解
促
進
の
段
階
か
ら
具
体
的
な
実
践
の
段
階
に

入
っ
て
い
る
。そ
の
よ
う
な
中
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス（
以
下
、新
型
コ
ロ
ナ
）の
感
染
が
拡
大
し
、人
々
の

生
活
や
働
き
方
、企
業
活
動
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。

　

そ
こ
で
、
経
団
連
で
は
、
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
に
お
け

る
「
企
業
行
動
憲
章
」、
特
に
２
０
１
７
年
の
改
定

の
柱
で
あ
る
「Society 5.0 for SD

Gs

」
へ
の
取

り
組
み
や
課
題
を
把
握
し
、
会
員
企
業
の
一
層
の
理

解
促
進
、
実
践
に
繋
げ
る
た
め
、
２
０
２
０
年
７
月

か
ら
８
月
に
会
員
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、

同
年
10
月
13
日
に
調
査
結
果
を
公
表
し
た（

注
）。

ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
に
お
け
る 

企
業
行
動
憲
章
の
実
践

　

新
型
コ
ロ
ナ
拡
大
後
に
経
営
理
念
や
方
針
に
関
連

（注）調査結果は経団連ホームページに掲載
https://www.keidanren.or.jp/policy/2020/098.html

し
て
実
施
し
た
ア
ク
シ
ョ
ン
と
し
て
は
、「
経
営
ト

ッ
プ
か
ら
の
社
内
・
グ
ル
ー
プ
内
へ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

の
発
信
」
が
実
施
済
み
と
実
施
予
定
の
企
業
を
合
わ

せ
て
最
も
多
か
っ
た（
85
％
）。
発
信
さ
れ
た
メ
ッ
セ

ー
ジ
の
内
容
は
、「
コ
ロ
ナ
禍
を
チ
ャ
ン
ス
と
捉
え
、

変
化
に
対
応
し
て
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ
し
、

よ
り
持
続
可
能
な
社
会
を
実
現
す
る
」
と
い
う
前
向

き
な
内
容
が
多
く
挙
げ
ら
れ
た
。

　

ま
た
、
第
３
条
の
「
情
報
開
示
と
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
の
建
設
的
対
話
」
に
関
し
て
、
コ
ロ
ナ
禍
で

投
資
家
か
ら
急
速
に
関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
項
目
と

し
て
は
、「
リ
ス
ク
全
般
に
関
す
る
危
機
管
理
」、

「
働
き
方
改
革
」、「
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
持
続
可

能
性
の
確
保
」
な
ど
が
多
く
挙
げ
ら
れ
た（
図
表
１
）。

企
業
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
働
き
方
改
革
や
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
持
続
可
能
性
の
確
保
を
含
む
リ
ス

ク
全
般
へ
の
対
応
を
迫
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が

え
る
。

「Society 5.0 for SD
G

s

」 

へ
の
取
り
組
み

　

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
を
活
用
し
た
取
り
組
み
と
し
て
は
、

「
事
業
活
動
を
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
の
各
目
標
に
マ
ッ
ピ
ン
グ
」

ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
で
加
速
す
る

サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
企
業
経
営

企業行動・SDGs委員長
損害保険ジャパン会長

二
ふたみや

宮 雅
まさや

也

企業行動・SDGs委員長
第一三共常勤顧問

中
なかやま

山 讓
じょうじ

治

審議員会副議長
企業行動・SDGs委員長
ソニー会長兼社長

吉
よしだ

田 憲
けんいちろう

一郎

─
第
２
回 
企
業
行
動
憲
章
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
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社
か
ら
３
４
７
件
の
事
例
が
挙
げ
ら
れ
た
。

　

社
内
提
案
の
仕
組
み
と
し
て
は
、
社
内
ハ
ッ
カ
ソ

ン
の
実
施
、
事
業
ア
イ
デ
ア
に
関
す
る
社
内
サ
イ
ト

構
築
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
た
。
そ
の
他
、
多
様
な
人
々

や
最
先
端
技
術
と
出
会
い
、
組
織
の
壁
を
超
え
て
新

し
い
価
値
を
創
造
す
る
た
め
の
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
ラ
ボ
の
設
置
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
牽
引
す

る
拠
点
の
設
立
を
は
じ
め
、
企
業
が
１
社
で
は
実
現

出
来
な
い
こ
と
を
、
多
様
な
組
織
と
の
連
携
に
よ
り

実
現
し
よ
う
と
い
う
価
値
協
創
の
経
営
へ
と
多
く
の

企
業
が
舵
を
切
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
」に

関
す
る
取
り
組
み

　

第
４
条
の
「
人
権
を
尊
重
す
る
経
営
」
に
関
し
て

は
、
国
連
「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
に
関
す
る
指
導
原

則
」
に
則
し
て
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
が
36
％
に
留

ま
っ
て
お
り
、
指
導
原
則
の
周
知
・
実
践
と
も
に
課

題
が
残
る
状
況
と
い
え
る
。

　

日
本
で
は
、
２
０
２
０
年
10
月
16
日
に
政
府
が

「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
」
に
関
す
る
行
動
計
画（
Ｎ
Ａ

Ｐ
）を
策
定
・
公
表
し
た
が
、
初
期
に
Ｎ
Ａ
Ｐ
を
策

定
し
た
欧
州
各
国
は
、
既
に
見
直
し
の
時
期
を
迎
え

て
お
り
、
Ｅ
Ｕ
全
体
と
し
て
指
導
原
則
に
基
づ
く
人

権
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
の
義
務
化
に
向
け
た
検
討

を
開
始
し
て
い
る
。
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大

後
に
、
投
資
家
の
「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
」
へ
の
関
心

が
最
も
多
く
、
次

い
で
「
優
先
課
題

の
決
定
」
と
な
っ

て
お
り
、
い
ず
れ

も
６
割
を
超
え
て

い
る
。
２
０
１
８

年
度
に
実
施
し
た

第
1
回
調
査
と
比

較
し
て
伸
び
率
が

最
も
高
い
の
は

「
経
営
へ
の
統
合
」

で
４
・
２
倍
と
な

っ
て
お
り
、
企
業

行
動
憲
章
第
10
条

で
求
め
て
い
る

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
の
経
営

へ
の
統
合
が
着
実

に
進
ん
で
い
る
こ

と
が
分
か
る
結
果

と
な
っ
た（
図
表

２
）。
そ
の
他
、

「Society 5.0 for 
SD

Gs

」
に
向
け

た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
創
出
の
た
め
の

仕
組
み
・
方
法
に

つ
い
て
、
１
８
５

図表１　投資家からの関心項目

長期戦略（ROE、事業別構想、サステイナビリティ課題等）

取締役会の実効性

パーパス（またはミッション）、バリューやビジョン

事業を通じたSDGsの達成（注１）

非財務の重要評価指標（KPI）設定と進捗管理

非財務に関する取り組みが財務に与える効果の開示

社会的な取り組みに関するインパクト評価

気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析（TCFD）

リスク全般（注２）に関する危機管理

サプライチェーンの持続可能性の確保

人権リスクと機会

データプライバシーの保護

人財の獲得・育成

ダイバーシティ＆インクルージョン

働き方改革

雇用の維持・確保

従業員の健康管理

その他
※注１：事業を通じたSDGsの達成には、新型コロナ等の感染症に関連するビジネスも含む。
※注２：リスク全般とは、企業行動憲章第９条で提示している、反社会的勢力の行動やテロ、情報セキュリティ、サイバー攻撃、自然災害、感染症予防等、組織的な危機管理を必要とするもの。

経
営
方
針

評
価
と
情
報
開
示

リ
ス
ク
管
理

雇
用
・
働
き
方

（ｎ＝回答企業 289社）
関心が高い 急速な高まり
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121件：42%
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12件：4%

20件：7%

15件：5%

22件：8%

17件：6%

21件：7%

15件：5%

13件：4%

27件：9%

31件：11%

197件：68%

122件：42%

89件：31%

84件：29%

80件：28%

67件：23%

112件：39%

104件：36%

59件：20%

74件：26%

62件：21%

60件：21%

20件：7%

29件：10%

16件：6%

33件：11%

29件：10%

2件：1%
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誤
を
し
て
い
る
様
子
が
見
て
取
れ
る
。

　

企
業
行
動
・
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
委
員
会
で
は
、
２
０
２
０

年
11
月
よ
り
、
調
査
に
お
い
て
収
集
し
た
事
例
に
つ

い
て
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
と
と
も
に
、
有
識
者
と
意

見
交
換
し
、
課
題
や
改
善
点
を
探
り
、
会
員
企
業
に

お
け
る
今
後
の
評
価
へ
の
取
り
組
み
に
役
立
つ
報
告

書
を
作
成
す
る
予
定
で
あ
る
。

サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な 

資
本
主
義
の
担
い
手
と
し
て

　

コ
ロ
ナ
禍
は
「
ニ
ュ
ー
ノ
ー
マ
ル
」
に
基
づ
く
経

済
社
会
へ
の
移
行
を
人
類
に
促
し
て
い
る
。
企
業
は
、

資
本
主
義
の
主
要
な
プ
レ
ー
ヤ
ー
と
し
て
、
事
業
活

動
を
通
じ
て
、
多
様
な
主
体
と
の
関
わ
り
合
い
の
中

か
ら
「
価
値
」
を
協
創
・
提
供
し
、
環
境
問
題
を
は

じ
め
と
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
の
解
決
に
、
こ
れ

ま
で
以
上
に
積
極
的
に
取
り
組
み
、
資
本
主
義
を
サ

ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
も
の
に
し
て
い
く
責
務
が
あ
る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
か
ら
は
、
多
く
の
企
業
が
そ
の
責

務
を
担
う
準
備
が
出
来
つ
つ
あ
る
こ
と
が
推
察
さ
れ

る
。

　

経
団
連
と
し
て
も
、
引
き
続
き
、
多
様
な
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
を
巻
き
込
ん
だ
企
業
の
取
り
組
み
を
促

進
し
、
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
の
達
成
と
持
続
的
な
経
済
成
長
を

目
指
し
て
い
く
。

も
急
速
に
高
ま
っ
て
い

る
。
企
業
と
し
て
は
、

国
際
競
争
力
の
維
持
・

確
保
の
観
点
か
ら
も
、

人
権
へ
の
取
り
組
み
を

強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
へ
の 

取
り
組
み
の 

評
価

　

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
に
貢
献
す

る
取
り
組
み
を
企
業
価

値
に
繋
げ
て
い
く
う
え

で
重
要
な
評
価
へ
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
は
、

72
社
か
ら
１
２
６
件
の

事
例
が
寄
せ
ら
れ
た
。

事
例
に
は
、
各
社
の
中

期
経
営
目
標
に
基
づ
く

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
を
対

象
に
、
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
と
自

社
独
自
の
評
価
指
標
を

用
い
て
進
捗
を
評
価
し
、

結
果
を
報
告
す
る
も
の

が
多
い
が
、
評
価
手
法

が
確
立
さ
れ
て
い
な
い

中
で
、
各
社
が
試
行
錯

図表２　SDGsを活用した取り組み（複数回答）
0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

188件：65%

35%

181件：63%

21%

159件：55%

24%

121件：42%

10%

112件：39%

11%

90件：31%

9%

17件：6%

4.2倍

事業活動をSDGsの
各目標にマッピング

優先課題の決定

報告とコミュニケーション

経営への統合
（ビジネス戦略にSDGsを組み込む）

優先課題の達成をモニタリングする
目標（KPIなど）の設定

バリューチェーンのマッピングと
影響領域の特定

その他

2018年度

2020年度

※構成比は、「項目別回答数／調査結果回答数（289 件）」（2018 年度： 302 件）

662021・1

p64-66_月刊経団連1月号_一般_企業行動憲章.indd   66 2020/12/21   19:50




